
■ 性　　別

■ 居住地区別

■ 居住年数

■ 年 齢 層

男
44.4％

20～
　29歳
12.2％

30～
　39歳
13.1％

40～
　49歳
14.0％

新狭山地区 2.9％

奥富地区 3.6％

70歳
　以上
12.7％

堀兼
地区
9.0％

5年
未満
8.1％

5～
9年
8.9％

15～
　19年
13.2％

20年以上
61.5％

10～
14年
7.4％

柏原
地区
6.0％

狭山台
地区
7.8％

50～59歳
24.9％

入間川地区
30.4％

入間地区
24.5％

水富地区
14.5％

60～69歳
22.2％

女
55.2％

無回答 0.4％

無回答 1.0％

無回答 0.9％

無回答 1.4％

市
町
村
合
併
は
、市
民
生
活
や
地
域
社
会
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
も
の
で
す
。市
で
は
、こ
れ
ま
で
に
市
町
村
合
併

の
一
般
的
事
項（
広
報
さ
や
ま
２
〜
４
月
号
）や
、市
町
村
合
併
研
究
会
が
進
め
て
き
た
調
査
研
究
結
果
の
概
要（
６
月
２５

日
号
）を
お
知
ら
せ
す
る
と
と
も
に
、地
区
別
に
説
明
会
を
開
催
し
て
き
ま
し
た
。そ
し
て
、市
で
は
、合
併
に
関
す
る
市

民
皆
さ
ん
の
意
向
を
把
握
し
、合
併
を
検
討
す
る
資
料
と
す
る
た
め
、１０
月
に「
市
町
村
合
併
に
関
す
る
市
民
意
識
調
査
」

を
実
施
し
ま
し
た
。今
月
は
、こ
の
調
査
結
果
が
ま
と
ま
り
ま
し
た
の
で
、そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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対象狭山市在住の満２０歳以上の男女 対象者数５，０００
人 抽出方法住民基本台帳から無作為に抽出 調査方
法郵送による配布・回収 調査期間１０月１日～１０日
回答者数２，１３５人 回答率４２．７％
※集計における比率は、小数点以下第２位を四捨五入して算出してい

るため、合計が１００％を上下する場合があります

９月１８日～３０日に公民館、市役所などで市町村合併説明会が行われ、９２１名の
方が参加して活発な意見交換が行われました
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積極的に検討し、
　　　合併すべき
　　16.6％

無回答 1.2％

検討し、
どちらかというと
合併すべき
　　19.7％

検討は必要だが、
　　　合併の是非は分からない
　　　　　　32.2％

検討も含め、
現時点では
分からない
　9.2％

検討も含め、
現時点では
分からない
　9.2％

検討は必要
だが、どちらか
というと合併
しないほうがよい
　　　　11.8％

検討は必要
だが、どちらか
というと合併
しないほうがよい
　　　　11.8％

検討の必要はないし、
合併する必要もない
　　　　　9.3％

検討の必要はないし、
合併する必要もない
　　　　　9.3％

検討が必要
77.7％

あなたは、市町村合併について、どのようにお考えですか。
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合
併
に
関
す
る
検
討
の
必
要
性
に
つ
い
て
は
、何
ら
か
の

検
討
が
必
要
と
の
意
見
を
お
持
ち
の
方
が
、全
体
で
７７
・
７
％

と
な
っ
て
い
ま
す
。

合
併
に
関
す
る
考
え
方
に
つ
い
て
は「
現
時
点
で
は
合
併

の
是
非
は
わ
か
ら
な
い
」、「
現
時
点
で
は
わ
か
ら
な
い
」と
い

う
意
見
が
４４
・
０
％
と
最
も
多
く
、続
い
て「
合
併
す
べ
き
」、

「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
合
併
す
べ
き
」と
い
う
合
併
に
肯
定
的

な
意
見
が
３６
・
３
％
で
、「
ど
ち
ら
か
と
い
う
と
合
併
し
な
い

ほ
う
が
よ
い
」、「
合
併
す
る
必
要
が
な
い
」と
い
う
合
併
に
否

定
的
な
意
見
が
１８
・
５
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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合
併
に
つ
い
て
期
待
す
る
項
目
で

最
も
多
か
っ
た
の
が「
市
長
、議
員
、

職
員
な
ど
の
数
が
減
り
、経
費
が
節

減
で
き
る
こ
と
」で
２３
・
９
％
と
な
っ

て
い
ま
す
。以
下「
広
域
的
な
視
点
か

ら
道
路
や
公
共
施
設
な
ど
の
整
備
を

一
体
的
に
進
め
ら
れ
る
こ
と
」が
１５
・

９
％
、「
合
併
に
よ
る
有
利
な
財
政
措

置
の
活
用
に
よ
り
、地
域
の
発
展
や

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
に
資
す
る
事

業
の
展
開
が
可
能
に
な
る
こ
と
」、

「
利
用
で
き
る
窓
口
や
公
共
施
設
が

増
え
、利
便
性
が
向
上
す
る
こ
と
」が

１３
％
台
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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あ
な
た
は
、市
町
村
合
併
に
つ
い
て
、ど
の
よ
う
な
こ
と
を
期
待
し

ま
す
か
。（
３
項
目
を
選
択
）

設問

市長、議員、職員などの削減による経費の
節減

広域的な視点からの道路や公共施設など
の整備

合併による有利な財政措置を活用した、
地域の発展やサービスの向上に資する事
業展開

利用できる窓口や公共施設の増加による
利便性の向上

市民のニーズに迅速かつ的確に対応でき
る行政運営

専門的かつ充実した行政サービスの提供

市のイメージアップと地域の活性化

2.3% その他
1.9% 無回答

23.9%

15.9%

13.7%

13.3%

12.3%

8.5%

8.4%

設問
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